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イベント概要 

 

[企業名]  京セラ株式会社 

 

[企業 ID]  6971 

 

[イベント言語] JPN 

 

[イベント種類] 決算説明会 

 

[イベント名]  2026 年 3 月期 通期 決算説明会  

 

[決算期]  2026 年度 通期 

 

[日程]   2026 年 4 月 30 日 

 

[時間]   16:50 – 17:56 

（合計：66 分、登壇：31 分、質疑応答：35 分） 

 

[開催場所]  インターネット配信 

 

[登壇者]  2 名 

代表取締役社長 最高経営責任者  作島 史朗（以下、作島） 

取締役 執行役員常務 最高財務責任者  千田 浩章（以下、千田） 
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登壇 

 

司会：皆様、お待たせいたしました。本日はお忙しい中、京セラ株式会社のウェビナーにご参加 

いただき、誠にありがとうございます。ただいまより、2026 年 3 月期通期決算説明会を開催いた

します。本日使用いたします資料は、当社ホームページに掲載しておりますのでご覧ください。 

なお、本日のウェビナーは録画しております。あらかじめご了承ください。 

最初に、本日の出席者を紹介いたします。代表取締役社長 最高経営責任者 作島史朗でございま

す。取締役 執行役員常務 最高財務責任者 千田浩章でございます。 

これより、説明を開始します。作島社長、お願いいたします。 
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作島：平素は皆様に大変お世話になり、この場をお借りして厚く御礼申し上げます。 

本日はお忙しい中、当社決算説明会にご参加いただき、誠にありがとうございます。改めまして、

本年 4 月より社長に就任いたしました作島です。どうぞよろしくお願いいたします。 

それでは、2026 年 3 月期決算説明会資料に沿ってご説明いたします。 

 

本日は、こちらに記載の内容について順にご説明いたします。 
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はじめに、私が京セラの経営の舵取りを行うに当たっての基本的な考え方についてご説明します。 
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当社は、創業者の掲げた企業哲学と経営理念を普遍的な経営の基軸として大切に受け継いできまし

た。企業に求められる価値観が大きく変容する現代において、私自身もこれらを経営の根幹に据え

続け、高い倫理観と強い使命感を持って経営を推進してまいります。同時に、激変する世界情勢や

事業環境に適合し、直面する経営諸課題を克服するため、当社独自のアメーバ経営を進化させるこ

とによって、迅速かつ柔軟な事業運営を推進することこそが、本年 4 月より最高経営責任者の任に

当たる私の最重要の使命と捉えています。 

まず、事業面では、事業ポートフォリオマネジメントの積極的な強化を通じて価値あるイノベーシ

ョンを創出し、産業界での存在価値を高めます。 

次に、人財面では、創業の精神に立ち返り、全員参加経営の実践を通じて、社員ひとりひとりの 

潜在能力が最大限に発揮されるように、部門横断的な組織活性化を推進します。 

そして、資本・財務面では、株式市場との対話を重視し、成長投資と株主還元の適正な按分を維持

するとともに、全社視点で経営資源を適切に配分し、中長期的な事業成長と資本効率向上の両立を

図ります。 

これらの取り組みを通じて、京セラの新たな価値創造ストーリーを描き、企業価値向上の実現 

を果たすことによって、世界から尊敬される「ザ・カンパニー」を目指してまいります。 
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ただいまご説明した取り組みを推進する役割を担う組織として、当社は本年 4 月に経営企画室を 

新設しました。 

経営企画室は、「注力事業領域」「投資判断」「資本配分」の三つをより全社視点で捉え、各事業

/各アメーバが持つ潜在能力を最大限に発揮できるフィールド/仕組み構築を主導する組織です。 

2026 年 3 月期においては、経営改革プロジェクトにて、事業ポートフォリオ再編や資本政策等、

ハイレベルな全社方針を策定しておりましたが、2027 年 3 月期以降は、経営企画室にて ROIC に

よるポートフォリオ管理やそのための投資管理等、経営の仕組みの高度化を図ります。 

スライド右側に、経営企画室の役割と主な機能を記載しています。M&A や研究開発、生産設備 

投資や IT/DX 投資等を連動させ、中期的な経営目標の実現に向けた成長戦略策定と進捗モニタリ

ングを担います。 
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それでは、2026 年 3 月期決算概要についてご説明いたします。 
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2026 年 3 月期の売上高は、サザンカールソン社譲渡に伴う減収の影響はあったものの、半導体 

関連部品事業を中心にコアコンポーネントが増収となり、増加しました。利益は、2025 年 3 月期

及び 2026 年 3 月期に計上した一時損益の影響に加え、増収効果や構造改革の進展等により大幅に

増加しました。 

この結果、2026 年 3 月期の売上高は、2025 年 3 月期に比べ 2.8%増加の 2 兆 702 億円、営業利益

は 332.8%増加の 1,181 億円、税引前利益は 165.6%増加の 1,690 億円、親会社の所有者に帰属する

当期利益は 485.0%増加の 1,410 億円となり、本年 2 月に公表した業績予想についても上回りまし

た。 

平均為替レートは、対米ドルは 2025 年 3 月期に比べ 2 円高の 151 円、対ユーロは 11 円安の 175

円となりました。この為替影響による影響額は、2025 年 3 月期に比べ、売上高に対し約+90 億

円、税引前利益に対し約+65 億円となりました。 

なお、表下に記載のとおり、各段階利益に含まれる一時損益等については、次ページにてご説明い

たします。また、営業利益と税引前利益の増減金額の差は、2025 年 3 月期における急速な円高進

行に伴い計上した為替差損が、約 140 億円のプラス影響となっていることが主因です。 
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続いて、一時損益についてご説明いたします。 

上段は、営業利益及び税引前利益に含まれる一時損益です。2025 年 3 月期は、半導体部品有機材

料事業における有形固定資産の減損損失等 約 430 億円を計上しました。一方、2026 年 3 月期は、

一時損失として半導体部品有機材料事業における未稼働資産の評価減 約 50 億円、シリコン 

ダイオード・パワー半導体事業の譲渡に伴う損失 約 15 億円、車載システム事業における旧ディス

プレイ事業に係る有形固定資産等の減損損失 約 50 億円を計上するとともに、一時利益としてサザ

ンカールソン社の譲渡に伴う利益 約 170 億円を計上しており、ネットで約+55 億円となります。

これらの差約+485 億円が、2026 年 3 月期の増益要因の一つとなっています。 

下段は、当期利益に含まれる一時損益です。2025 年 3 月期においては、上表の税効果考慮後の 

金額約-300 億円に加え、海外子会社における繰延税金資産の取り崩し等による税金費用の増加 

約-180 億円の合計約-480 億円を計上しました。一方、2026 年 3 月期においては、上表の一時 

損益に関する税効果考慮後の金額約+80 億円の他、KDDI 株式売却に伴い税金費用が減少したこと

による約+120 億円の影響があり、合計約+200 億円を計上しています。これらの差約+680 億円

が、2026 年 3 月期の増益要因の一つとなっています。 
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こちらは 2026 年 3 月期の実績サマリーを示しています。 

スライド左側の売上高をご覧ください。売上高は、半導体部品セラミック材料事業の販売増を主因

にコアコンポーネントが増収となり、増加しました。 

続いて、右側の税引前利益をご覧ください。税引前利益は、サザンカールソン社の譲渡に伴う一時

利益の計上、及び 2025 年 3 月期は半導体部品有機材料事業において減損損失を計上したことも 

あり、大幅に増加しました。 
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こちらは設備投資額、減価償却費、研究開発費を示しています。 

左側の設備投資額については、主に国内工場において、将来の生産規模拡大や自動化に向けて、 

過年度より着手していた新棟建設が完工したことに伴い増加しました。 

中央の減価償却費は、国内工場における新棟完工等に伴う増加があったものの、主に 2025 年 3 月

期における半導体部品有機材料事業の減損損失の影響により減少しました。 

右側の研究開発費は、研究開発テーマの見直しにより微減となりました。 
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こちらはセグメント別売上高の一覧です。 

 

 

こちらはセグメント別利益の一覧です。 

各セグメントの売上高、利益の増減について、次ページ以降でご説明いたします。 
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セグメント別の売上高、事業利益の増減について、上段の通期は 2026 年 3 月期を 2025 年 3 月期

比で、下段の第 4 四半期 3 カ月間の業績は、第 3 四半期との比較にてご説明いたします。 

まず、コアコンポーネントです。スライド左側の売上高をご覧ください。通期の売上高は 6,534 億

円、第 4 四半期は 1,762 億円となりました。通期では、情報通信関連市場向けセラミックパッケー

ジ、及びデータセンター向け有機パッケージ等、半導体関連部品事業の販売増を主因に増加しまし

た。また、第 4 四半期は、半導体製造装置用部品の販売増等を主因に増加しました。 

続いて、右側の事業利益をご覧ください。通期の事業利益は 631 億円、第 4 四半期は 128 億円と

なりました。通期は、増収及び構造改革効果に加え、一時損失の減少により大幅に増加しました。

第 4 四半期では、増収効果はあったものの、一時損失の計上及び原材料価格の高騰等により、セグ

メント全体で減益となりました。 



 
 

14 
 

 

続いて、電子部品です。 

スライド左側の売上高をご覧ください。通期の売上高は 3,635 億円、第 4 四半期は 963 億円と 

なりました。通期では、KAVX グループにおける車載市場・情報通信関連市場向けコンデンサ等の 

販売増が、米ドルに対する円高進行による減収を上回ったことにより増加しました。第 4 四半期

は、車載市場を中心にセンサー・制御部品やコンデンサ等の販売増を主因に増加しました。 

続いて、右側の事業利益をご覧ください。通期の事業利益は 73 億円、第 4 四半期は 54 億円と 

なりました。通期では、シリコンダイオード・パワー半導体事業の譲渡に伴う一時損失 約 15 億円

の影響があったものの、KAVX グループにおける増収や構造改革の効果を主因に増益となりまし

た。第 4 四半期は、増収効果及び原価低減等により増加しました。 
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続いて、ソリューションです。 

スライド左側の売上高をご覧ください。通期の売上高は 1 兆 709 億円、第 4 四半期は 2,796 億円

となりました。通期は、サザンカールソン社の譲渡が完了したことに伴う減収影響 約 270 億円を

主因に減少しました。第 4 四半期は、ドキュメントソリューション事業及びコミュニケーション事

業における販売増を主因に増加しました。 

続いて、右側の事業利益をご覧ください。通期の事業利益は 1,039 億円、第 4 四半期は 459 億円

となりました。通期では、サザンカールソン社譲渡に伴う一時利益 約 170 億円の計上、及び各事

業での収益改善等により増加しました。第 4 四半期は、一時利益約 170 億円の計上に加え、増収

効果により増加しました。 
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続いて、2026 年 3 月期の主な取り組みについて、まず課題事業の黒字化をご説明いたします。 

上段の半導体部品有機材料事業では、2026 年 3 月期において、未稼働資産の評価減 約 50 億円を

計上したものの、コスト構造の転換に係る施策を推進しました。その結果、評価減を除いた場合に

は通期黒字化を達成できており、2026 年 3 月期の事業利益は、一時損失の影響を除いた場合、

2025 年 3 月期と比較して約 185 億円の増益となります。 

下段の KAVX グループでは、2026 年 3 月期において、京セラ電子部品事業との協業を通じて、 

生産技術・設備効率を強化したため、下段に記載の施策に取り組みました。その結果、通期黒字化

を達成し、2026 年 3 月期の事業利益は 2025 年 3 月期と比較して約 126 億円の増益となりまし

た。 
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続いて、事業譲渡及び組織再編についてご説明いたします。 

上段の事業譲渡の表では、2026 年 3 月期に実施した事業譲渡の内容とその進捗状況を示していま

す。表の最上段、シリコンダイオード・パワー半導体事業及び中段の空圧・電動工具事業について

は、本年 1 月に譲渡が完了しています。表下段のケミカル事業については、本年 10 月末に対象 

事業を住友ベークライト株式会社様へ譲渡予定です。これら各事業のベストオーナーへの譲渡に 

より、当社のポートフォリオ改革が進展しているものと考えています。 

下段は、本年 1 月に実施した組織再編を示しています。半導体製造装置用部品関連事業の統合で

は、自動車部品事業にて製造していた一部の SPE 部品をファインセラミック部品事業へ集約する

ことにより、今後技術面でのシナジー創出による高付加価値新製品の拡大を見込んでおります。 

また、車載カメラ事業とディスプレイ事業の統合では、2026 年 3 月期第 4 四半期に旧ディスプレ

イ事業の有形固定資産等について、減損損失 約 50 億円を計上したこともあり、今後は新製品開発

による売上向上に加え、原価率の低減を見込んでおります。 
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続いて、2026 年 3 月期の株主還元等についてご説明いたします。 

左側の配当をご覧ください。当社は、連結業績の「親会社の所有者に帰属する当期利益」の範囲を

目安とすることを原則とし、連結配当性向 50%程度の水準で維持することを基本方針としており

ます。2026 年 3 月期の年間配当金は、この方針と業績を踏まえ、前回予想と比較して 1 株当たり

2 円増配の 52 円を予定しております。 

続いて、スライド右側上段の自己株式の取得をご覧ください。2025 年 5 月の決議に基づき取得を

進め、本年 3 月には約 9,100 万株、約 2,000 億円の自己株式の取得が完了いたしました。 

下段の政策保有株式の縮減については、2025 年 6 月に KDDI 株式約 1 億 800 万株、約 2,500 億円

を売却しました。その結果、政策保有株式の純資産比率は、2026 年 3 月期末時点で 48.3%に減少

しました。 
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続いて、2027 年 3 月期業績予想についてのご説明に移ります。 

 

 

2027 年 3 月期は、売上高 1 兆 9,400 億円、営業利益 1,300 億円、税引前利益 1,700 億円、親会社

の所有者に帰属する当期利益 1,410 億円の予想としました。設備投資額は 2,250 億円、減価償却

費、研究開発費はそれぞれ 1,200 億円を見込んでおります。 
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2027 年 3 月期業績予想の前提についてご説明いたします。 

上段は市場環境です。マクロ経済については、国内経済、世界経済ともに原材料価格の高騰や地政

学リスク等により、不透明な状況が継続する懸念があると考えております。当社の主要市場である

半導体関連市場においては、AI 関連投資の加速が見込まれる一方で、自動車関連市場は減速する

ものとみています。 

中段は業績予想の前提です。供給逼迫や価格上昇が生じている、下段の表に記載の原材料について

は、2026 年 3 月期 下期における市場価格を前提に業績予想を立案いたしました。価格上昇に関す

る対応策としては、当社製品への価格転嫁ならびに代替材料や代替調達への切り替えを推進しま

す。なお、中東情勢悪化に起因する石油由来製品の入手困難や価格上昇については、現時点で影響

額の算出は困難なため、業績予想には反映しておりません。 
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左側の売上高をご覧ください。売上高については、ソリューションにおいて、サザンカールソン社

譲渡に伴う売上減を主因に減収を見込んでおります。 

続いて、右側の税引前利益をご覧ください。利益については、コアコンポーネントと電子部品は、

構造改革効果による増益を見込んでいますが、ソリューションは 2026 年 3 月期にはサザンカール

ソン社譲渡による一時利益 約 170 億円の計上があったことから、減益を見込んでおります。 

その他については、KDDI 株式売却に伴う配当収入の減少や生産技術開発等の増加により、減少 

する見通しです。 
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23 ページにセグメント別の売上高予想を、24 ページに利益予想を示しておりますので、 

ご参照ください。 
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2027 年 3 月期の業績予想について、セグメント別にご説明いたします。 

まずはコアコンポーネントです。 

左側の売上高をご覧ください。半導体セラミック材料事業におけるケミカル事業売却によるマイナ

ス影響 約 110 億円を、他の事業の拡大で相殺することにより、ほぼ横ばいの見通しです。 

中央の事業利益は、高付加価値製品の拡大及び 2026 年 3 月期には一時損失を計上した影響も 

あり、増益を見込んでおります。 

右側の設備投資額は、2027 年 3 月期においては長崎諫早工場の完工を予定していることから、 

増加する見通しです。 
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次に、電子部品です。 

左側の売上高は、シリコンダイオード・パワー半導体事業を譲渡したことによる減収影響を、 

半導体・AI サーバーを中心とした成長市場向け MLCC、及びタンタルコンデンサの販売増により

カバーし、横ばいの見通しです。 

中央の事業利益は、MLCC、タンタルコンデンサ、コネクタにおける生産性改善による収益性向上

及び成長市場での新製品投入により、増益となる見通しです。 

右側の設備投資額は、主に鹿児島霧島工場新棟における MLCC 生産設備の導入等、成長領域への

新規投資を主因に増加を見込んでおります。 
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最後にソリューションです。 

左側の売上高は、プリンティングデバイス事業の増収が見込まれるものの、2026 年 3 月期の 

サザンカールソン社譲渡等の特殊要因により、減収を見込んでおります。 

中央の事業利益は、各事業において収益改善が見込まれるものの、2026 年 3 月期にはサザンカー

ルソン社譲渡に伴う利益を計上した影響により、減益を見込んでおります。 

右側の設備投資額は、プリンティングデバイス事業の増産及びドキュメントソリューション事業の

新製品製造に向けた投資を主因に、増加を見込んでおります。 
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続いて、2027 年 3 月期の株主還元等についてご説明いたします。 

はじめに、スライド左側の配当方針の変更及び 2027 年 3 月期配当予想をご覧ください。2027 年 

3 月期より、新たに株主資本に対する配当金の比率 DOE を配当指標に用いるとともに、1 株当た

り配当金を維持もしくは増額する累進配当を配当方針として採用します。また、2027 年 3 月期 

及び 2028 年 3 月期の DOE の水準は 3.5%程度とします。なお、DOE の基準となる株主資本は、

親会社の所有者に帰属する持分から保有株式の時価や為替の影響による変動の大きい、その他の 

資本の構成要素を除外した金額を使用します。2027 年 3 月期の年間配当金は、新たな配当方針に

基づき、2026 年 3 月期と比較して 4 円増配の 1 株当たり 56 円を予想しております。 

次に、スライド右上の自己株式の消却をご覧ください。2026 年 3 月期に実施した総額 2,000 億円

の自己株式取得により、発行済株式数に対する自己株式の保有比率が増加したため、適正な水準 

まで消却を行います。消却後の自己株式は、約 1 億 200 万株となる予定です。 

スライド右下の自己株式の取得をご覧ください。2026 年 3 月期に続き、2027 年 3 月期においても

約 2,500 億円の自己株式の取得を実施することとしました。なお、この金額は東京証券取引所での

売買高及び委託先金融機関の条件等を踏まえ、2027 年 3 月期中の市場買付けとして実施可能な 

最大規模の計画となっております。 
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続いて、2028 年 3 月期経営計画についてご説明いたします。 

 

2028 年 3 月期は、売上高 2 兆 500 億円、営業利益 1,600 億円、税引前利益 1,920 億円、親会社の

所有者に帰属する当期利益 1,500 億円、ROE5.0%の計画としました。設備投資額は 1,760 億円、

減価償却費、研究開発費はそれぞれ 1,300 億円を見込んでおります。 
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これより以降の説明につきましては、コアコンポーネントと電子部品を合わせた部品事業と、 

ソリューション事業の二つに分けて示しております。 

当社は、2027 年 3 月期までに経営基盤の再構築の目途を付け、2028 年 3 月期より成長軌道へ回帰

する見通しです。左のグラフは売上高、右のグラフは税引前利益の推移です。2028 年 3 月期は

2027 年 3 月期に比べ、部品事業、ソリューション事業ともに増収増益を計画しております。 
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2028 年 3 月期の事業別の売上高、事業利益、設備投資額の増減について、2027 年 3 月期との比較

にてご説明いたします。 

まずは部品事業です。左側の売上高は、先端半導体・周辺領域等、重点領域での事業拡大により 

増収を見込んでおります。 

中央の事業利益は、半導体部品有機材料事業及び電子部品事業の収益改善に加え、重点領域におけ

る高付加価値製品の販売増により増益を見込んでおります。しかしながら、ROIC が目標数値の

8.0%に届いておらず、課題として認識しております。 

右側の設備投資額は、2027 年 3 月期には成長領域への新規投資の実施により増加する予想です

が、2028 年 3 月期には通常水準への減少を見込んでおります。 
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続いて、部品事業の注力領域における事業戦略についてご説明いたします。 

当社は、先端半導体・周辺領域の旺盛な需要を捉える独自の製品群を有しています。先端半導体 

製造装置用部品においては、半導体の世代進化による微細化・高積層化や露光・現像・エッチング

回数の増加といった市場動向に対し、対象装置の需要拡大やシェア拡大機会が見込まれます。 

また、AI データセンター用部品においては、AI サーバーの普及拡大に伴う高速・大容量処理に 

向けた性能向上という市場動向に対し、光伝送化及びスイッチ等の周辺機器の需要増加が見込まれ

ます。 

これらの高シェア製品を大手半導体製造装置メーカー、光トランシーバーメーカー、AI 周辺機器

メーカーを経由し、米国ビッグテック企業が手がける AI データセンター向けの採用を強化してま

いります。 
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こちらに事業計画を示します。 

当社はコア技術や顧客基盤を強みに、先端半導体関連領域でのさらなるシェア拡大を目指してまい

ります。 

左のグラフは、先端半導体・AI 周辺領域ビジネスの売上拡大計画を示しています。2026 年 3 月期

では、当社半導体ビジネスのうち約 40%を占める先端半導体の占有率を、2031 年 3 月期には 

約 55%まで向上させるとともに、売上高を 2.8 倍に伸ばす計画です。 

右側に主要アイテム・テクノロジー別の拡大戦略を記載しています。上段の SPE 向けファイン 

セラミック部品では、高シェアのセラミック構造部品の増産や露光・エッチング用への資源集中を

推進するとともに、現状はシェアの低い青字で記載の次世代静電チャックに新たに参入し、シェア

拡大を図ります。 

中段の AI 周辺ネットワーク用パッケージでは、右の円グラフに示すとおり、圧倒的なシェアを 

持つ高速光通信用パッケージへの重点投資を行い、新製品として、チップレットパッケージの 

セラミックコア基板の開発を推進します。 

下段の高容量、高信頼性コンデンサでは、AI サーバー・データセンター向け MLCC 及びポリマー

タンタルでのシェア獲得を進めてまいります。 
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続いて、ソリューション事業です。 

左側の売上高は、ドキュメントソリューション事業やコミュニケーション事業をはじめ、各事業に

おける高付加価値な新製品・新サービスの投入により増収を見込みます。 

中央の事業利益は、増収効果に加え、各事業の原価低減及び生産性改善、不採算事業・拠点・商品

の撤退・縮小により増益の計画です。ROIC は 10%と、目標を捉えた計画としております。 

右側の設備投資額は、2027 年 3 月期に引き続き、2028 年 3 月期においても積極投資を継続する 

計画です。 
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続いて、2027 年 3 月期及び 2028 年 3 月期のソリューションセグメントの取り組みについて 

ご説明いたします。 

ソリューション事業においては、収益改善をさらに進め、ROIC10%を実現すると同時に次期成長

の基盤づくりを推進してまいります。 

上段に記載の高収益製品・サービスの拡大の代表例として、情報機器事業では、高速複合機・商業

用インクジェット機の新製品投入を行います。コミュニケーション事業では、系統蓄電池エンジニ

アリング事業の強化に加え、業界別の通信ソリューションの拡大に取り組みます。プリンティング

デバイス事業においては、捺染用インクジェットヘッドの需要増に対応すべく、設備投資による 

生産容量拡大を図ってまいります。 

中段に記載の原価低減・生産性改善の推進では、情報機器事業と機械工具事業において、欧州組織

の統合やベトナムでの生産拡大による効果を発現させるとともに、情報機器事業等で部品の内製化

を進めます。加えて、情報機器事業やプリンティングデバイス事業をはじめ、スマートファクトリ

ー化の推進を図ります。 

また、下段の不採算事業・拠点・商品の撤退・縮小は、全てのプロダクトラインで継続実行してい

きます。さらに、モノ×コト売りの基盤作りに向けて、人材育成、プロセス設計、プラットフォー

ム開発を推進してまいります。 
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当社は成長投資と株主還元の両立を図るとともに、企業価値向上を目的として、株主資本の最適化

を図ります。 

なお、以下の内容は、本年 2 月 3 日に公表した内容を 2027 年 3 月期の業績予想及び 2028 年 3 月

期の経営計画、ならびに 2026 年 3 月期末時点における保有株式の時価や為替レートを考慮し、 

更新しております。 

スライド左側は、2027 年 3 月期及び 2028 年 3 月期の 2 年間のキャピタルアロケーション目標 

です。 

また、スライド右側には、2026 年 3 月期末の資本構成と、2028 年 3 月期末の資本構成目標を示し

ております。企業価値向上を目的に株主資本の適正化を図り、2028 年 3 月期末には、株主資本を

約 3 兆円程度とすることを目標としています。 
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こちらのスライドに記載のとおり、当社の 2026 年 3 月期の ROE 実績は 4.3%となりました。経営

改革の進展により、改善させることができました。2027 年 3 月期は、マクロ経済リスクを勘案

し、2026 年 3 月期と同水準の 4.3%の計画ですが、事業ポートフォリオのさらなる強化、課題事業

のさらなる改善を検討し、推進してまいります。 

2028 年 3 月期に向けては、AI 関連製品やソリューション事業の拡大によるオーガニック成長、 

政策保有株式の縮減や株主還元の強化といった継続的な資本構成の最適化、また、成長投資と株主

還元等の一連の施策を新経営体制の下で一層推し進め、ROE 5.0%の実現を図ります。 

その上で、2031 年 3 月期に向けては、新製品、新規事業の経営推進への寄与を図ると同時に、

M&A 等のインオーガニック成長も含めて収益を伸ばし、ROE 8.0%の達成を目指します。 

本年 11 月下旬に事業戦略説明会の開催を予定しており、そこで目標達成に向けた計画をご説明 

申し上げます。当社は、本日発表した各種施策を着実に実行することにより、利益成長と資本効率

の向上を図り、将来的には ROE 10.0%以上へ、また時価総額は 5 兆円超の水準を目指してまいり

ます。 

以上でご説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。  
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質疑応答 

 

＜質問者１＞ 

 [Q]：作島様が CEO に就任されることが公表されてからの 3 カ月間、何に最大の力を入れて取り

組まれたのでしょうか。関連して、2027 年 3 月期及び 2028 年 3 月期の 2 年間の目標数字を実現

するために、2028 年 3 月期の売上が 2027 年 3 月期比でさらに 1,100 億円上がる計画ですが、 

期待できる製品を紹介していただきたいです。反面、やめていく、減らすものはどれぐらい入って

いるのでしょうか。今期は設備投資額が増えますが、それと関連するような投資なのかというのも

併せて、全体像をご紹介いただければと思います。 

作島 [A]：まず、この数カ月間、CEO 就任に当たって注力したことに関しては、2026 年 3 月期の

1 年間は、主に部品事業を中心に経営改革で、事業ポートフォリオの見直し等を進めてまいりまし

た。今度は全体を見ていくことが必要ですので、ソリューションセグメントも含めた全体観を把握

することにこの数カ月は重点を置いてまいりました。その中で、特に冒頭申し上げました方針を 

実行するに当たって、やはり全社的な目線を持って経営を進めていくためには、情報集約及びその

内容についての討議をしっかり行うことを今期も継続すべきであろうと考えており、その体制強化

に取り組んでまいりました。 

 [Q]：そこは先ほどの経営企画室の話と連動すると考えてよろしいでしょうか。 

作島 [A]：その立ち上げを主導することに力を注いでおりました。 

また、直近では設備投資を増やしていく内容としております。こちらに関しては、いずれも当社が

強みを有している製品の増産に向けた投資となっております。コアコンポーネントにおきまして

は、長崎の諫早工場が完工しますが、半導体製造装置用部品の増産ならびに、情報通信関連用途の

セラミックパッケージの増産用の投資となっておりますので、この投資に関しては着実に収益改善

に貢献するものと考えております。 

電子部品に関しては、特に AI 関連の埋込型の小型 MLCC の引き合いが非常に強くなっており、 

その立ち上げのために設備を増強することとしております。こちらも、鹿児島霧島工場の新棟で 

生産設備を立ち上げて、売上に寄与させていくことを考えております。 

また、ソリューションにつきましては、特にプリンティングデバイス事業のインクジェット事業が

非常に堅調に推移しております。ご要求にお応えするための投資で、今期ならびに来期に売上を 
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伸ばしていこうと考えております。いずれも市場からの要求が高く、当社の強みがある製品分野へ

の投資と考えております。 

 [Q]：事業の撤退・終息については、2028 年 3 月期に向けてはどれぐらいの見込んでいるのでし

ょうか。それとも、2026 年 3 月期迄で、ほぼやり切ったと考えてよろしいでしょうか。 

作島 [A]：具体的には、半導体部品有機材料事業の製品のうち、低収益のものを撤退する計画が 

ありますが、その計画の前倒しを検討しております。構造改革に伴う製品の縮小や拠点の統廃合に

ついては継続的に取り組んでおり、これらを盛り込んだ内容で計画しております。 

 [Q]：わかりました。 

最後に、メディアでも、作島社長は議論して納得したら、かなり徹底してやり切るタイプと書かれ

ていました。前回の経営計画でも、かなり精緻に戦略を立てて、今回示されていると理解していま

す。御社のような大きな会社をカルチャーごと変えていくときに、今どういうところに課題が 

あるとお考えか。課題については概ね把握して実行に移っており、あとはやり切るだけなのか、 

現状をどのようにご覧になっていますか。 

作島 [A]：当社はアメーバ経営で、部門別にそれぞれ戦略を立てて実行していくことが、これまで

の姿ではございましたけれども、相互の情報連携や相互の技術を提供し合って何か新しいことを 

するという行動が少し希薄になっており、新しい製品や新規事業を立ち上げるマインドにつながっ

ていないところが課題です。 

2027 年 3 月期、2028 年 3 月期につきましては、特に既存事業の事業環境による部分や、その延長

線にある部品の強化での成長を見越せていますが、2031 年 3 月期を目指した場合には、新しい 

ものを生み出していくことが必要と考えております。2026 年 3 月期は、主に既存事業の課題検討

等を進めておりましたが、2027 年 3 月期からは新しい分野での成長に向けた課題感、それに対す

る取り組みを明確にしていくことが必要と考えております。その詳細につきましては、本年 11 月

の事業説明会等でご説明させていただければと考えております。 

[Q]：よくわかりました。どうもありがとうございました。 

 

＜質問者 2＞ 

 [Q]：従来のアメーバ経営が今どのように変化してきているのか。今後、どのように変えていく 

ご計画、お考えなのか。それが株主価値の向上にどうつながっていくのか教えてください。 
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作島 [A]：アメーバ経営につきまして、これまでは各部門が独立して自らの事業分野を設計し、 

遂行するというやり方で進んできたかと思いますが、そのやり方だけでは越えられない部分が出て

きている点が課題です。 

先ほども申し上げましたが、相互の連携をしながら新しいものを生み出していくこと、あるいは 

アメーバの形を柔軟に変えていくこと、徹底した採算管理という側面だけではなく、世の中の変化

に対応して柔軟に形を変えていく部分を今後強調できないかと考えております。 

その一例として、先般の、車載カメラ事業とディスプレイ事業の二つを統合して車載システム事業

にするという組織再編が挙げられます。このようなことが数多く生まれていく中で、新しい製品、

新しい事業を生み出し、柔軟な体制を取り戻すことで世の中に価値を提供していけるのではないか

と考えており、株主様に関する価値提供にもつながるのではないかと考えております。 

 [Q]：ありがとうございます。 

メモリの価格上昇もしくは調達難が、ドキュメントソリューション事業やその他の事業において 

どのような影響を及ぼしているか。メモリ価格上昇により、スマートフォンや PC 等のセット台数

にどのような影響が出てきているとご認識されているのか教えてください。 

作島 [A]：メモリ価格の高騰につきましては、ドキュメントソリューション事業及び通信機器事業

において影響が出ております。調達に関しては確保分もあり、2027 年 3 月期に問題になるとは 

考えていません。一方、価格は高騰しておりますので、価格転嫁を進めるため、お客様にもご相談

を差し上げているのが現状でございます。 

また、恐らくスマートフォンや PC の生産で大きく影響が出るものと考えておりますが、当社が 

メインで部品を提供している比較的大手のお客様に関しては、影響は軽微ではないかと考えていま

す。中国のスマートフォンメーカー等に関しては、当社経営への影響は比較的小さいのではないか

と考えております。当然、こちらに関しては無視できない要因ですので、引き続き注視してまいり

たいと考えております。 

 [Q]：わかりました。ありがとうございます。 

 

＜質問者 3＞ 

 [Q]：部品事業の注力領域についてお伺いしたいのですが、今回、コア技術を持っている先端半導

体関連領域を伸ばしていくところをかなり強調されていらっしゃったと思っております。 
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各セグメントに領域がまたがっていると思いますが、御社の中でどれぐらいの売上規模になってい

るか、定量的に教えてください。 

また、次世代静電チャックへの参入や AI 周辺機器、ポリマータンタルのシェア拡大の取り組みに

ついて、それぞれどの程度確度を持っているのかについても教えてください。静電チャックに関し

ては、装置メーカーと静電チャックメーカーの関係性が強く、シェアの拡大で他社の参入は容易で

はないという認識を持っていたので、こちらについての戦略を教えてください。 

さらに、サーバー向けの MLCC やポリマータンタルコンデンサは、現状でも売上が伸びてきてい

ると思うのですが、これらが足元でどれぐらい伸びていて、2027 年 3 月期にはどれぐらい伸びそ

うなのかについても教えていただければと思います。 

作島 [A]：先端半導体関連領域の売上の詳細金額については、現時点では公表しておりませんの

で、回答を控えさせていただきます。定性的ですが、先端半導体関連用の部品の割合としては

45%から 55%まで上げ、売上は 2.8 倍にするという計画から、当社の成長の度合いを測っていただ

ければと思います。 

静電チャックへの参入につきまして、装置メーカーさんとしっかり連携をしていかなければいけな

いことに関してはおっしゃるとおりでございます。静電チャックを伸ばしていくことにつきまして

は、お客様と実際に採用に向けた交渉もして、当社が技術的な課題をきちんとクリアできれば、 

今後の採用につながり、着実にシェアを拡大できるものと考えております。 

MLCC 等につきましては、現在、非常に強い引き合いが来ており、また、一部先行確保のような 

動きもあります。長期契約のお話も複数のお客様からいただいている状況です。これらの部品に 

関しては、非常に調達が厳しくなるとお客様も考えられているようです。 

最先端部品でもあり、対応できるメーカーが限られておりますので、ここも技術課題をしっかり 

解決し、着実にシェアを拡大していくことで売上を伸ばしたいと考えております。 

タンタルコンデンサにつきましては、内部の生産性の課題により、タイ工場の立ち上げが非常に 

遅れていたことがありました。京セラ電子部品事業や生産技術のメンバーが入り、生産性改善、 

歩留まり改善等を 2026 年 3 月期から積極的に進めておりますので、その効果が数字として現れて

きています。2027 年 3 月期も引き続き改善を進めることで、売上、利益等の改善に必ずつながっ

ていくものと考えております。 

 [Q]：ありがとうございます。 
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＜質問者 4＞ 

 [Q]：AI サーバーの最近の需要拡大や技術の変化等を受け、2026 年 1-3 月期で、御社の関連製品

の中で変化点と感じられるような動きがありましたらご紹介をいただけないでしょうか。例えば

CPO の方向性が出てきて御社のある部品が増えるようになった、CPU と GPU、アクセラレータの

比率が変わってくる動きが中で、パッケージで事業機会が出てくる見込み等、今の世の中の変化の

中で、何か御社に新たな事業機会が出てきていないでしょうか。 

作島 [A]：AI 関連につきましては、前回も AI 電源回路ソリューションという言葉を使わせていた

だきましたが、AI が導入されると電力量が増加するため、その消費電力をいかに抑えるかが課題

であり、この課題を解決するためお客様側でも継続的に設計開発等が進められていることを把握し

ております。当社のシミュレーション技術を用いることで、どうすれば消費電力が低減できるのか

等、当社製品でお客様の技術課題を解決できる可能性があり、お客様にも求められる製品である 

ことがわかってきたことで、手応えを掴んでいます。当社自身の変化点かもしれませんが、そこに

向けて着実に進んでいくことが事業を伸ばしていく要因ではないかと考えられるようになってきま

した。加えて、特に今年に入ってからは、お客様からの要求もかなり強くなってきているという 

事実もあり、これらの技術的な面と市場の流れの面において、ここ数カ月間で変化を感じておりま

す。 

 [Q]：わかりました。特定の製品というより、全体的な傾向として需要が上がって、御社もシェア

が上がってきているのが今の状況で、2026 年 3 月期 第 3 四半期のご説明のときに示していただい

た、マップの中にあったような製品群で手応えを感じておられるということですか。 

作島 [A]：そのようにご理解いただいて結構です。 

 [Q]：わかりました。ありがとうございます。 

二つ目が DOE についてです。今回 3.5%と設定されましたが、そこの考え方と今後どのように変わ

り得るのかについてはいかがでしょうか。前回、できることをやるというお話の中で、分母側の 

コントロールを強化していく話がありました。その流れの中で、3.5%がどういう意味合いなのか

教えていただけないでしょうか。 

千田 [A]： DOE 3.5%の考え方については、社内でも議論いたしました。2026 年 3 月期までの 

配当性向の延長線上にもありますが、事業の回復度合いを見ながら、2027 年 3 月期及び 2028 年 

3 月期の 2 年間は DOE 3.5%でいこうと決めております。 
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その先については、2031 年 3 月期に向けての事業成長と事業利益の改善を見据えて、DOE 3.5% 

を修正する必要が出てくるだろうと考えています。具体的な数字は申し上げられませんが、少なく

とも事業利益に対しては 2026 年 3 月期以上、DOE も 3.5%以上を出す必要があるだろうというこ

とを前提にしています。 

 [Q]：わかりました。ありがとうございます。 

 

＜質問者 5＞ 

 [Q]：まず、電子部品について、タンタルコンデンサや、一部は MLCC もかもしれませんが、 

タンタル粉の値段が上がっているので、業界として 2026 年 1-3 月は結構値上げがあったと思いま

す。価格の対応も含めて、第 4 四半期は利益率が上がったという理解でいいのか。 

また、半導体部品有機材料事業については、現状 CPU の需要が強くて、御社は一部、CPU のパッ

ケージを、ハイパースケーラー独自の CPU 向けでやっていらっしゃったと推測していますが、 

御社から見て CPU の需要が実際に増えている感触があるのか。仮に稼働が上がってきたときに、

有機パッケージは再度設備投資を検討されるのかどうか。この事業の需要は非常にあると思うの

で、どうされるのかを教えてください。 

作島 [A]：1 点目の電子部品に関して、タンタル粉の価格高騰につきましては、適切に値上げ等は

実行しております。ただ、第 4 四半期の利益の増加につきましては、値上げの効果というよりは、

生産性改善等における歩留まり改善が主要因です。 

加えて、ポリマータンタルコンデンサではない他の高信頼性製品について、市況が停滞している 

ときには在庫過多になっていましたが、このあたりが少し動き始めたことがあります。これらの 

高信頼性製品の数が少し上がってきたこともあり、利益を押し上げている部分がございます。その

複合要因で、電子部品のタンタルコンデンサの業績が上がってきていると考えております。 

半導体部品有機材料事業に関して、現在、非常に引き合いが強いのは、スイッチ周りの機器に使わ

れているカスタム有機基板です。直近、ガラスコアの供給問題もありますが、内部改善や歩留まり

改善等で少しでも数量を上げようと取り組みながら、お客様と供給に対する調整を行っています。

それが半導体部品有機材料事業の数字が上がっていく一番大きな要因です。 

お話にもありましたように、コア材の調達が、今年は厳しいかもしれませんが、2028 年 3 月期 

あたりになってくれば数量が上がってくると聞こえてきております。その際にわれわれ自身が投資

をするのかに関しては、慎重にならざるを得ないと考えております。 
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市況がかなり上がってきたとしても、変化の激しい市場でもございますので、市況が下がったとき

のことをしっかり考えて判断しなければならないと考えています。このあたりは、当社の半導体 

部品有機材料事業が進むか引くかを考える上で、大きな課題と考えております。 

 [Q]：セラミックコアのような御社が差別化できるような技術が採用される見込みが立てば、非常

に大きな参入障壁になるので、もっと積極的にやっていこうというニュアンスですか。 

作島 [A]：大きな投資は、強みのある製品群を有するか否かで判断をしていかないと、市況の増減

で受注が来たり来なかったりするようなものは、リスクがあることは経験しております。半導体 

部品有機材料事業については、身の丈に合った中で投資判断をすべきと考えております。 

 [Q]：2027 年 3 月期の一時費用や一時利益について教えてください。2027 年 3 月期の業績予想に

おいて、一時費用がどのような立て付けになっているのか教えてください。 

作島 [A]： 2025 年 3 月期、2026 年 3 月期においては、多額の一時損益を計上しましたが、2027

年 3 月期につきましては、そのような大規模な一時損益は想定しておりません。当社自身が伸ばし

ている事業領域について、収益面では改善の効果が出ていますが、売上、利益ともに増収増益とい

う姿になるにはもう 1 年かかると考えており、これを踏まえて 2028 年 3 月期の計画内容になって

いるとご理解いただければと思います。 

 [Q]：わかりました。ありがとうございます。 

以上 

注記  

当資料は、SCRIPTS Asia株式会社によって録音・書き起こしされたものを当社にて一部編集した

ものです。  
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まれています。これらの将来の事象についての記述には、既知及び未知のリスク、不確実な要因並

びにその他の要因が内包されており、当社グループの将来における実際の財政状態及び活動状況

が、当該将来の事象についての記述によって明示または黙示されているところと大きく異なる場合
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